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ここに述べようとするのは, 東南アジア八カ国における教育行政機構の 比較検討論1) であ







































pp.28-33.同 ｢アジア諸国の教育制度｣『アジア問題』8巻 2号,アジア協会,1958年 pp.10-19.同
｢東南アジア諸国の教育行財政｣『時事通信内外教育版』1615号,時事通信社 1964pp.2-8.等がある｡
3) 一般行政機構論と しては,古くは Goodnow の ComParativeLaw,邦訳浮田和民 『比較行政法』



































にも多いにもかかわらず, 強力な国家の教育関与によって, 文盲の根絶, 義務教育制度の制
定,整備に努力を傾注 している最大の理由は,ひとえにここにあるのである｡教育振興に国を
あげて努力せざるを得ない第二の理由は,東南アジア諸国のどとき新興独立国家においては国
造 りと教育- 人造 り- との間に密接な関連が兄いだされる.由来,新興国家はまず国民の
国家的意識,ナショナリズム高揚のため,教育の力をかりるを常とする｡わが明治中期に見 ら
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る｡宗教に対 してあまり関心を持たないわが国においては,案外 このようなことはそれほど注
目されていないが, この地域における宗教の 演ずる役割は看過できないほど大きなものがあ
る｡まず, ビルマ, タイ, カンボジア, ラオスはいずれも仏教を国教としており,マレイシ
ア,インドネシアは回教,フィリピンおよびかってのゴ ･ジンジェム政権下の南ベ トナムはカ

















最初に,ビルマについて述べる｡ この国は現在連邦制をとることは, 正式の国名を Union
ofBurmaといっていることからしても容易に知ることができる｡国内に多 くの少数民族をか
かえており, しかもそれらに高度の自治を認めている関係上,この国は地方分権的統治方式を
採用 している｡このことは,いうまでもな く戦前イギ リスがこの国を支配 していたときからそ
うであったのであり,5)現在のビルマ自体, 英領インドの-州にすぎなかったのである｡ 地方










































6) 前掲 『各国の地方行政』は,マラヤもイギリス･グループに属するとしている (p.13)｡
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各州に地方教育当局を設置することは,しばらく猶予すべきであるとの勧告7) を行なったので
ある｡シンガポール,北ボルネオ地方においては,従来からそれぞれ独自の権限を行使 してい




























































































































教育担当官が所管 し, これを補佐する視学が比較的大きな州に限 り,一名ないし数名置かれて
いる｡仏教寺院に設けられている学校は,宗教行政を行なうところの宗務省の所管に属する｡









ll) これについては,カンボジア国民教育省発行の LeMouvementdducatif に詳しい.
12) Dr.Cunningham:TheEducationalSystemofIndonesia.Djakarta,1957.に詳しい｡
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ィリピンの教育行政機構は部分的にはわが国 のそれに比 して, まさるとも劣 らないほど整備
されたものが見 られる｡ しかし, これらの国の置かれている教育の現状と対比 して見るなら
ば,ひとり行政機構のみが整備され,教育行政の実際やなおまた教育自体については,まだま
だ後進的現象が多 く,教育行政機構と教育の進展情況との間に大きな政行的状態が存在するこ
とは,前にくりかえし述べたところである｡そしてまた,教育行政機構の整備が相当程度見 ら
れる理由は,教育に対する一般的熱意が高いことにもとづ くが,特に国家の教育関与の度合い
の強大なことに起因することも前に述べたところである｡機構の整備必ずしも不可ではないの
であるが,これのみにとどまるべきではなく,さらに教育制度そのものの整備 ･充実,そして
終局的には教育そのもの振興普及に大いに力をいたす 必要がつよく存在するというべきであ
る｡各国別の教育行政機構について述べたさい,著 しい共通的現象と見 られるものは,強度の
中央集権主義的体制であった｡これも,教育についての国家関与の皮合いの強いこと,新興国
●●
家において一般的に見 られがちの現象であるといえるが,教育民主化という建前からいえば,
順次地方分権主義体制-の移行ということも考えられるであろう｡つぎに,現在東南アジア諸
国の教育行政機構は,いずれも学校行政に傾斜がかかりすぎ,社会教育行政に関して,それほ
ど考慮が払われていないように見受けられる.学校教育に多くの重点を置くことは,一般に新
興国家の常であり, また公教育自体, 学校教育がそのほとんどすべてであると考えられるの
で,そのこと自体無理からぬことと思われるが,今後は成人教育のどとき社会教育にいっそう
の配意を加えることが必要とされるであろう｡またそのための行政機構の整備が当然考慮され
るのである｡
14) 前掲 ComParativeEducationalAdministration.p.306.
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